
宮城県知事の認識について 

 

１ 医療提供体制について 

 

⑴ 本県の現状 

本県では，令和２年３月３１日に開催した県内主要病院長会議において，新型コ

ロナウイルス感染症患者数が大幅に増えた場合の医療機関の役割分担について協議

した結果，感染症患者を重点的に受け入れる医療機関を設けず，県内の主要病院に

おいて可能な範囲で患者を受け入れることで合意している。 

感染症指定医療機関（７病院）及び入院協力医療機関（１３病院）では，県内感

染期（まん延期・ピーク時）において３８８床（重症者５７床・中等症の者３３１

床）の受入協力をいただけるとの回答を得ている。 

更に感染が拡大する場合には，県医師会等の協力をいただきながら，２０病院以

外での患者の受入について検討を進めていくこととしている。 

現在の本県の医療提供体制及び調整本部の運営状況は，次のとおり。 

 

【医療提供体制】（５月１８日現在） 

・確保病床数 ８６床（重症９床，重症以外７７床） 

・入院療養中の者 ２名（軽症） 

・利用可能なＥＣＭＯ１２台，人工呼吸器（成人用）９２台，人工呼吸器（小児・

新生児用）１６台 

・宿泊療養先として，民間宿泊施設（２００室）を確保。最大１１人だった入所者

は，５月１５日から０人。 

・帰国者・接触者外来は２３カ所設置。そのうち1カ所は大規模なドライブスルー

方式で検体採取を行い，軽症者を効率的に検査できる体制を構築。 

・発熱外来は１カ所設置。さらに，県内の複数箇所で医師会と連携して効率的な外

来・検査の流れを検討中。 

・帰国者・接触者相談センターの負担軽減のため，２４時間対応の新型コロナウイ

ルス感染症に関する健康電話相談窓口（コールセンター）を仙台市と共同で設

置。 

 

【宮城県調整本部の運営状況】 

・新型コロナウイルス感染症対策宮城県調整本部を設置（４月９日）。 

・構成員は，有識者９名（感染症分野６名，救急医療分野２名，集中治療分野１

名）に加え，患者搬送コーディネーター５名（統括ＤＭＡＴ等の有資格者等）。 

・呼吸器科，産科，新生児科，小児科，透析，精神等の専門領域についても助言を

いただく医師に協力依頼済み。 

・当初，各保健所で入院先を調整していたが，４月１６日からの宿泊療養施設での

受入開始に伴い，仙台市分も含めて県調整本部に集約。陽性患者の基本情報を県

調整本部で受け，入院（転院）先医療機関の調整，宿泊療養施設への入所決定等

を一元的に実施。 



・新型コロナウイルス感染症患者の受入可能病床数については，感染症指定医療機

関及び入院協力医療機関の協力の下，宮城県救急医療情報システムを活用し，関

係者が迅速に把握・共有できる体制を構築。 

 

⑵ 認識 

当面の間，新型コロナウイルス感染症患者の受入れには十分に対応できると考え

ている。 

医療機関の負担増とならないよう，国の補助金も含めた財政支援のあり方が課題

である。 

 

２ ＰＣＲ等の検査体制について 

 

⑴ 本県の現状 

検査開始以来，検査方法の見直しや人員の拡充，県医師会の協力などにより，検

査能力の拡充を図り，現在，宮城県及び仙台市における１日当たりの検査可能件数

は１８０件となっている。 

これまでの１日当たりの最大検査数は１４４件，５月１８日時点の直近１週間の

平均検査件数は約４０件である。 

これまで累積２，５７５件を検査し，陽性率は３．４％，直近２週間の陽性率は

０％である。 

 

⑵ 認識 

当面は十分な検査体制が確保できていると考えている。 

今後，クラスターの発生等により，感染疑い者が大幅に増加した場合には，次の

ような対策を考えている。 

 

【対策】 

・地方衛生研究所の検査体制の見直し（検査人員の増強） 

・民間検査機関の活用（全国２９社中，２０社が本県内から受託可能） 

・大学及び病院内の検査機能の活用 

 

本県ではＰＣＲ検査調整会議を設置しており，これらの対策について，当該会議

で検討しながら，機動的・効率的にＰＣＲ等の検査を推進していく。 

 


